
● 都市緑地法等の一部を改正する法律案

【目標・効果】
都市において質・量両面での緑地の確保やエネルギーの効率的利用等を進めることで、良好な都市環境を実現
【KPI】
●自治体による特別緑地保全地区の指定面積:2030年度までに1,000ha増加 (2021年度:6,671ha)
●民間事業者等による緑地確保の取組の認定件数:2030年度までに300件

法案の概要

背景・必要性

１．国主導による戦略的な都市緑地の確保

２．貴重な都市緑地の積極的な保全・更新

・緑地の機能の維持増進を図るために行う再生・整備を
「機能維持増進事業」（仮称）として位置付け。

・特別緑地保全地区※で行う機能維持増進事業について、
その実施に係る手続を簡素化できる特例を創設。＜予算＞（実施に当たり都市計画税の充当が可能）

②緑地の買入れを代行する国指定法人制度の創設【都市緑地法・古都保存法・都開資金法】

・都道府県等の要請に基づき特別緑地保全地区等内の緑地の買入れや
機能維持増進事業を行う都市緑化支援機構（仮称）の指定制度を創設。

・機構が行う業務について都市開発資金の貸付けにより支援。＜予算＞

①緑地の機能維持増進について位置付け【都市緑地法】

②都市計画における緑地の位置付けの向上【都市計画法】

①国の基本方針・計画の策定【都市緑地法】

・国土交通大臣が都市における緑地の保全等に関する基本方針を策定。
・都道府県が都市における緑地の保全等に関する広域計画（仮称）を策定。

・都市計画を定める際の基準に「自然的環境の整備又は保全の重要性」を位置付け。

３．緑と調和した都市環境整備への民間投資の呼び込み

○ 世界と比較して我が国の都市の緑地の充実度は低く、また減少傾向。
○ 気候変動対応、生物多様性確保、幸福度（Well-being）の向上等の課題解決

に向けて、緑地が持つ機能に対する期待の高まり。
○ ESG投資など、環境分野への民間投資の機運が拡大。
○ 緑のネットワークを含む質・量両面での都市緑地の確保に取り組む必要があるが、

・地方公共団体において、財政的制約や緑地の整備・管理に係るノウハウ不足
が課題。

・民間においても、緑地確保の取組は収益を生み出しづらいという認識が一般的
であり、取組が限定的。

○ また、都市における脱炭素化を進めるためには、エネルギーの効率的利用の取組
等を進めることも重要。

②都市の脱炭素化に資する都市開発事業に係る認定制度の創設【都市再生特別措置法】

①民間事業者等による緑地確保の取組に係る認定制度の創設【都市緑地法・都開資金法】

・緑地の創出や再生可能エネルギーの導入、エネルギーの効率的な利用等を行う
都市の脱炭素化に資する都市開発事業を認定する制度を創設。

・上記認定を受けた事業について民間都市開発推進機構が金融支援。＜予算＞

・緑地確保の取組を行う民間事業者等が講ずべき措置に関する指針を国が策定。
・民間事業者等による緑地確保の取組を国土交通大臣が認定する制度を創設。

上記認定の審査に当たっての調査を代行する機関の登録制度を創設。

・上記認定を受けた取組について都市開発資金の貸付けにより支援。＜予算＞

世界主要都市の緑地の充実度
（森記念財団「世界の都市総合ランキング2022」）

横浜市の緑被率の推移
（令和元年度緑被率の調査結果について（横浜市））

樹木の択伐（機能増進） 安全に再生された樹林

緑地の機能維持増進のイメージ（神戸市）

斜面林の大径木化に伴い災害の恐れ

予算・税制措置と併せて「まちづくりGX」を推進
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広域の緑地配置（イメージ）

＜税制＞ 緑地の一時的な保有
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民間事業者による緑地創出の例（千代田区）

※緑地の保全のため、建築行為等が規制される地区
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